
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 27日

上  場  会  社  名  日本アンテナ株式会社 登録銘柄

コード番号  6930 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.nippon-antenna.co.jp） 東京都

問合せ先  責任者役職名 取締役管理本部長
         氏　　    名　　林　　　    　勝 TEL (03) 3893 - 5221
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 27日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有（1単元1,000株）

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　売　　上　　高 　　 営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 30,302 △ 0.0 2,473 △ 9.6 2,604 △ 12.1

13年  3月期 30,331 13.4 2,738 25.5 2,965 27.8

       　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円  銭 ％ ％ ％
14年  3月期 1,064 △ 29.5 74.42 - 5.4 8.9 8.6

13年  3月期 1,510 36.5 105.64 - 8.0 10.4 9.8
(注)①期中平均株式数 14年  3月期    14,298,081 株　　　13年  3月期    14,300,000 株 
     ②会計処理の方法の変更　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 23.00 - 23.00 328 30.9 1.6

13年  3月期 32.00 - 32.00 457 30.2 2.3
（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
   　　総  資  産    　株  主  資　本      株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
14年  3月期 28,432 20,094 70.7

13年  3月期 30,355 19,353 63.8
(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　14,296,754 株　13年  3月期     　14,300,000 株
 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期          　3,246 株　13年  3月期 　       -       株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 12,600       550         300 － － －

通　　期 30,500     2,400       1,320 － 28.00 28.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                92円30銭

※上記の業績予想は、現時点における情報に基づき作成したものであり、実際の業績は市場の需要動向等様々な要因によって予想とは
異なる結果となる可能性があります。

1,405.52
1,353.41

店
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（１）貸 借 対 照 表           

 

                                                             （単位：千円未満切り捨て） 
前 期     当 期       

  
平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在 

増 減     

   

 
          期   別 
  
  
科   目  

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増減比 

（資 産 の 部          ）      ％      ％      ％ 
流 動 資 産                

   現 金 及 び 預 金            6,823,630  5,666,846  △ 1,156,783  
   受 取 手 形            2,235,479  2,031,307  △ 204,172  
   売 掛 金            8,259,518  7,827,709  △ 431,809  
自 己 株 式 940  －  △ 940  
 製 品            2,224,181  2,337,408  113,227  
材 料            578,387  510,651  △ 67,735  

   仕 掛 品            340,337  289,975  △ 50,362  
未 成 工 事 支 出 金            831,527  1,006,869  175,342  
未 収 入 金            1,878,524  1,763,420  △ 115,104  
繰 延 税 金 資 産            237,134  194,437  △ 42,696  
そ の 他 の 流 動 資 産            45,416  31,757  △ 13,659  

   貸 倒 引 当 金            △ 49,840  △ 49,069  770  
  流 動 資 産 合 計            23,405,237 77.1 21,611,314 76.0 △ 1,793,923 △ 7.6 
       
固 定 資 産               
  有 形 固 定 資 産                

   建 物            1,913,221  1,966,918  53,697  
  構 築 物            88,047  81,433  △ 6,613  
機 械 装 置            576,399  739,618  163,218  
車 両 運 搬 具            65,674  81,949  16,274  
工 具 器 具 備 品            746,462  804,783  58,320  
土 地            883,746  869,866  △ 13,880  
建 設 仮 勘 定 －  8,200  8,200  

計  4,273,552 14.1 4,552,769 16.0 279,217 6.5 
  無 形 固 定 資 産                

ソ フ ト ウ ェ ア            59,591  60,428  836  
電 話 加 入 権            22,209  22,209  －  
その他の無形固定資産            1,562  1,240  △ 322  

計 83,363 0.3 83,878 0.3 514 0.6 
投資その他の資産       

   投 資 有 価 証 券            969,120  667,009  △ 302,110  
関 係 会 社 株 式 784,079  857,454  73,375  
長 期 貸 付 金            276,781  240,883  △ 35,897  
差 入 保 証 金            120,513  132,957  12,443  
破 産 更 生 債 権 等            9,429  12,657  3,227  
繰 延 税 金 資 産            400,215  241,408  △ 158,807  
その他の投資その他の資産 40,127  42,816  2,688  

 貸 倒 引 当 金            △ 7,347  △ 10,360  △ 3,013  
計  2,592,921 8.5 2,184,826 7.7 △ 408,094 △ 15.7 

固 定 資 産 合 計            6,949,837 22.9 6,821,474 24.0 △ 128,362 △ 1.8 

資 産 合 計             30,355,075 100.0 28,432,789 100.0 △ 1,922,285 △ 6.3 
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（単位：千円未満切り捨て） 

前 期     当 期      

  
平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在 

増 減     

   

                   
          期   別     
   
 
  
科   目       金    額  構成比   金    額 構成比   金    額 増減比 

（負 債 の 部          ）      ％      ％      ％ 

流 動 負 債               
   支 払 手 形            3,547,247  2,630,828  △ 916,419  
   買 掛 金            2,527,510  1,869,309  △ 658,201  
１年以内償還予定の社債 400,000  －  △ 400,000  
 工 事 未 払 金            996,892  1,389,688  392,795  
   未 払 金            987,424  410,534  △ 576,890  
   未 払 法 人 税 等            872,660  98,704  △ 773,956  
未 払 費 用            115,629  122,172  6,543  
前 受 金            24,454  20,048  △ 4,405  
未 成 工 事 受 入 金            87,649  120,758  33,108  
預 り 金            56,536  61,215  4,679  
設 備 支 払 手 形            209,305  368,106  158,801  
賞 与 引 当 金            528,716  541,366  12,650  

  流 動 負 債 合 計            10,354,026 34.1 7,632,732 26.8 △ 2,721,294 △ 26.2 
       
固 定 負 債               

退 職 給 付 引 当 金 406,434  450,121  43,686  
   役員退職慰労引当金            220,730  247,660  26,930  
   そ の 他 の 固 定 負 債            20,036  7,836  △ 12,200  

  固 定 負 債 合 計            647,200 2.1 705,617 2.5 58,416 9.0 
負 債 合 計             11,001,227 36.2 8,338,349 29.3 △ 2,662,878 △ 24.2 
（資 本 の 部          ）       
資 本 金         4,673,616 15.4 4,673,616 16.4 － － 
法 定 準 備 金               

資 本 準 備 金            6,318,554  6,318,554  －  
利 益 準 備 金            356,874  407,894  51,020  

計 6,675,428 22.0 6,726,448 23.7 51,020 0.7 
剰 余 金               

 別 途 積 立 金            6,020,000  7,020,000  1,000,000  
 当 期 未 処 分 利 益            2,074,955  1,577,942  △ 497,012  
 （うち当期純利益）            (1,510,753)  (1,064,184)  (△ 446,569)  

計 8,094,955 26.7 8,597,942 30.2 502,987 6.2 
その他有価証券評価差額金 △ 90,151 △ 0.3 99,972 0.4 190,123  
自 己 株 式 － － △ 3,538  △ 0.0 △ 3,538  

資 本 合 計             19,353,847 63.8 20,094,440 70.7 740,592 3.8 

負 債 ・ 資 本 合 計             30,355,075 100.0 28,432,789 100.0 △ 1,922,285 △ 6.3 

 



 
－  － 
 
28 

（２）損 益 計 算 書           

 

                                                                   （単位：千円未満切り捨て） 
前期 当期  

自 平成 12 年４月 １日 自 平成 13 年４月 １日 
至 平成 13 年３月 31 日 至 平成 14 年３月 31 日 

増 減     

   

                
          期   別 
  
 科   目 
  金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 増減比 
      ％      ％      ％ 
Ⅰ．売 上 高            30,331,704 100.0 30,302,198 100.0 △ 29,506 △ 0.0 
Ⅱ．売 上 原 価            22,860,423 75.4 23,032,081 76.0 171,658 0.7 

    売 上 総 利 益          7,471,281 24.6 7,270,116 24.0 △ 201,164 △ 2.6 
Ⅲ．販売費及び一般管理費            4,732,706 15.6 4,796,208 15.8 63,501 1.3 

    営 業 利 益          2,738,574 9.0 2,473,908 8.2 △ 264,666 △ 9.6 
Ⅳ．営 業 外 収 益                  

    受取利息及び配当金          58,847  48,979  △ 9,868  
    そ の 他          234,560  142,843  △ 91,717  

計 293,408 1.0 191,822 0.6 △ 101,585 △ 34.6 
Ⅴ．営 業 外 費 用                  

社 債 利 息 18,000  5,819  △ 12,180  
    そ の 他          48,352  54,947  6,595  

計 66,352 0.2 60,766 0.2 △ 5,585 △ 8.4 
   経 常 利 益          2,965,630 9.8 2,604,964 8.6 △ 360,666 △ 12.1 

Ⅵ．特 別 利 益                  
固 定 資 産 売 却 益  － － 15,210 0.1 15,210  

Ⅶ．特 別 損 失                  
 固 定 資 産 処 分 損            42,432  30,150  △ 12,282  
ゴルフ会員権評価損            24,750  －  △ 24,750  
投資有価証券評価損 119,390  661,403  542,013  
退職給付会計基準変更時差異 57,092  －  △ 57,092  
関 係 会 社 整 理 損 32,100  －  △ 32,100  

計  275,765 0.9 691,554 2.3 415,789 150.7 
税 引 前 当 期 純 利 益 2,689,865 8.9 1,928,620 6.4 △ 761,245 △ 28.3 

     法人税、住民税及び事業税 1,397,428 4.6 800,889 2.7 △ 596,538 △ 42.6 
法 人 税 等 調 整 額            △ 218,316 △ 0.7 63,545 0.2 281,862 △129.1 

計 1,179,112 3.9 864,435 2.9 △ 314,676 △ 26.6 
    当 期 純 利 益          1,510,753 5.0 1,064,184 3.5 △ 446,569 △ 29.5 

前 期 繰 越 利 益          564,201  513,758  △ 50,442  
  当 期 未 処 分 利 益          2,074,955  1,577,942  △ 497,012  
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（３）利 益 処 分 案           

 

    （単位：千円未満切り捨て） 
 

摘 要         前 期     
 

（平成 13 年 3 月期） 

当 期     
 

（平成 14 年 3 月期） 

当 期 未 処 分 利 益               2,074,955 1,577,942 

これを次の通り処分いたします。 
 
利 益 準 備 金               
利 益 配 当 金               
 
役 員 賞 与 金               
（ う ち 監 査 役 分 ）               
別 途 積 立 金               
次 期 繰 越 利 益               

 
 
 

51,020 
457,576 

（１株につき 32 円） 
52,600 

（     3,400） 
1,000,000 
513,758 
 

 
 
－ 

328,825 
（１株につき 23 円） 

43,040 
（     2,300） 

700,000 
506,077 
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【重要な会計方針】 

 
前期 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 

子会社株式……移動平均法に基づく原価法 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…………同左 

 

 

 

時価のないもの 

…………同左 

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

製品…………総平均法に基づく原価法 

但し、購入製品については、

移動平均法に基づく原価法 

製品…………同左 

 

 材料…………移動平均法に基づく原価法 

仕掛品………総平均法に基づく原価法 

貯蔵品………最終仕入原価法 

未成工事支出金…個別法に基づく原価法 

材料…………同左 

仕掛品………同左 

貯蔵品………同左 

未成工事支出金…同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

 法人税法に規定する方法と同一の基準に

て処理しております。 

 

 有形固定資産………定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、定

額法によっております。 

有形固定資産………同左 

 無形固定資産………定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

無形固定資産………同左 

 

 長期前払費用………定額法 長期前払費用………同左 
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前期 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売掛債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、退職給付会計基準変更時差異

（57,092千円）は全額当事業年度の費用

とし、特別損失に計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、翌事業

年度から費用処理することとしておりま

す。 

 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしております。 

 

 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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【追加情報】 

前期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

（退職給付会計） 

 当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成10年６月16日））を適用しております。この結果、従来

の方法によった場合と比較して、退職給付費用が 

99,362千円増加し、経常利益は39,836 千円、税引前当期

純利益は96,929千円減少しております。 

 また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務

等に係る長期未払金は、退職給付引当金に含めて表示して

おります。 

────── 

（金融商品会計） 

 当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成11年１月22日））を適用しております。この結果、従来

の方法によった場合と比較して、経常利益及び税引前当期

純利益は250,574千円増加しております。  

────── 

（外貨建取引等会計基準） 

 当事業年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準

（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」

（企業会計審議会平成11年10月22日））を適用しておりま

す。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常

利益及び税引前当期純利益は26,171千円増加しておりま

す。 

────── 

 （自己株式） 

 前事業年度において資産の部に計上していた「自己株

式」（流動資産940千円）は、財務諸表等規則の改正によ

り当事業年度末においては資本の部の末尾に表示してお

ります。 
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注記事項 
【貸借対照表関係】 

前期 
（平成13年３月31日現在） 

当期 
（平成14年３月31日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 6,939,474千円 
 

１．有形固定資産の減価償却累計額 7,267,172千円 
 

２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産 
 

定期預金 1,284 千円 

建物 226,622  

土地 21,200  

計 249,107  
  

 
定期預金 1,285 千円 

 

 
上記に対する債務   

預り金 1,145  

社債 400,000  

計 401,145  
  

 
上記に対する債務   

預り金 1,147  
 

３．関係会社に対するものが次の通り含まれております。 ３．関係会社に対するものが次の通り含まれております。 
 

売掛金 859,785 千円 

未収入金 711,937  

買掛金 421,071  
  

 
売掛金 1,139,880 千円 

未収入金 766,307  

買掛金 387,008  
   

４．会社が発行する株式の総数 30,000千株 
  

 
４．会社が発行する株式の総数 30,000千株 
  

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

としている。 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

としている。 
 

発行済株式総数 14,300 千株 
  

 
発行済株式総数 14,300 千株 

  
５．受取手形割引高 80,181千円 
  

 
５．受取手形割引高 60,127 千円 
  

６．期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、当会計期間の末日は金融機

関が休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高

に含まれております。 

６．期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、当会計期間の末日は金融機

関が休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高

に含まれております。 
 

受取手形 186,118千円 
 

 
受取手形 201,101千円 
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【損益計算書関係】 
前期 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１.受取利息には関係会社からのものが16,386千円含まれ

ています。 

１.受取利息には関係会社からのものが15,262千円含まれ

ています。 

２.受取配当金・家賃収入には関係会社からのものが、それ

ぞれ15,000千円、5,112千円含まれております。 

２.受取配当金・家賃収入には関係会社からのものが、そ

れぞれ25,000千円、5,112千円含まれております。 

３.研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

820,436千円 

３.研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

1,075,631千円 

４．       ────── ４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

(1)工具器具備品の売却 15,210千円 
 

５.固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 ５.固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 
 
(1)工具器具備品の除却 14,397千円 

(2)建物・機械装置の除却 27,199 

(3)車両運搬具の売却等 836 
  

 
(1)工具器具備品の除却・売却 16,563千円 

(2)建物・機械装置の除却・売却 11,912 

(3)車両運搬具の除却・売却 1,674 
   

 
【リース取引関係】 

前期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 44,287 16,169 28,117 

その他 6,270 5,747 522 

合計 50,557 21,917 28,640 
  

 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 34,537 13,814 20,722 
  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 7,840千円 

１年超 21,278千円 

合計 29,119千円 
  

 
１年内 6,902千円 

１年超 14,376千円 

合計 21,278千円 
 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
 

支払リース料 17,509千円 

減価償却費相当額 15,883千円 

支払利息相当額 1,060千円 
 

 
支払リース料 8,524千円 

減価償却費相当額 7,917千円 

支払利息相当額 684千円 
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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【税効果会計関係】 
前期 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
 
繰延税金資産 （千円） 

未払事業税 76,238 

賞与引当金繰入超過額 114,983 

退職給付引当金 135,759 

役員退職慰労引当金 92,816 

ゴルフ会員権評価損 39,758 

一括償却資産償却超過額 29,368 

投資有価証券評価損 50,203 

その他有価証券評価差額金 65,415 

その他 32,805 

計 637,350 
  

 
繰延税金資産 （千円） 

未払事業税 7,229 

賞与引当金繰入超過額 153,979 

退職給付引当金  156,422 

役員退職慰労引当金  104,141 

ゴルフ会員権評価損 39,256 

一括償却資産償却超過額 23,891 

投資有価証券評価損 4,416 

その他 19,051 

計 508,388 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △ 72,542 

繰延税金資産の純額 435,846 
  

 
 
【有価証券関係】 
子会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 
【役員の異動】 

（平成１４年 6月２７日付） 
 
 
１．昇格取締役候補 常務取締役 江口 信義 （現・取締役営業本部長） 
 
２．新任取締役候補 取 締 役 伊藤 隆継 （現・営業開発部長） 
 取 締 役 井澤 哲美 （現・伝送システム部長） 
 取 締 役 中田貴志男 （現・海外営業部長） 
 取 締 役 田中 憲二 （現・管理部長） 
 
３．退任予定取締役 取 締 役 中村 廣正 （現・取締役営業本部長） 


